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受益者のみなさまへ 
毎々、格別のご愛顧にあずかり厚くお礼申し上げます。 

さて、米ドル建 オーストラリア債券オープン 毎月分配型（以下「ファンド」といいます。）は、

2017年８月25日に繰上償還いたしました。 

ご愛顧を賜り、誠に有難うございました。 

 

ファンドの仕組みは、以下のとおりです。 

ファンド形態 ケイマン諸島籍契約型外国投資信託／追加型 

信託期間 ファンドは、平成24年８月３日より運用を開始し、平成29年７月19日付の管理会社の決定により平成29年８月
25日に終了しました。 

運用方針 ファンドの投資目的は、投資先ファンドへの投資を通じて、中長期的に安定したインカム・ゲイン（利子収入

等）およびキャピタル・ゲイン（売買益等）の獲得を目指すことにあります。 

主要投資対象 ファンド ＵＢＳ豪ドル・ボンド・インカム 

ＵＢＳ豪ドル・ボンド・インカム 豪ドル建ての投資適格の公社債（国債、政府機関債、

準政府債（州政府債）、国際機関債、社債、ＡＢＳ
（アセット・バック証券）およびＭＢＳ（モーゲージ
証券）等を含みます。） 

主な投資制限 ファンド ①借入れは、原則として、借入金の残高の総額がファ
ンドの純資産総額の10％を超えない場合に限り、行

うことができます。 
②管理会社の運用するすべての投資信託およびミュー

チュアル・ファンドの全体において、投資の結果、

一発行会社の議決権総数の50％を超えることとなる
場合には、当該発行会社の株式に投資を行うことは
できません。 

ＵＢＳ豪ドル・ボンド・インカム ①投資先ファンドについて空売りされる有価証券の時

価総額は、投資先ファンドの純資産総額を超えない
ものとします。 

②借入れは、原則として、一時的なものに限り、また

借入金の残高の総額が投資先ファンドの純資産総額
の10％を超えない場合に限り、行うことができま
す。 

③投資先ファンドは、原則として、流動性に欠ける資
産に対しその純資産総額の15％を超えて投資を行い
ません。 

④同一発行体の有価証券への投資先ファンドの投資総
額が、その取得時において投資先ファンドの純資産
総額の10％を超える場合、原則として、当該発行体

の発行する有価証券に投資することができません。
⑤デリバティブへの投資（買い持ちと売り持ちのネッ

ト合計）は、投資先ファンドの純資産総額の最大

50％までに制限されます。 

ファンドの運用方法 ケイマン籍の投資信託である投資先ファンドに投資することにより運用します。 

分配方針 管理会社は、その裁量により、経費控除後の利子・配当等収益、売買益（評価益を含みます。）および分配可

能な元本から、毎月18日（または、当該日が営業日でない場合には翌営業日）に分配を宣言することができま
す。 
分配金は、分配宣言から起算して４営業日以内に、受益者（日本における販売会社または販売取扱会社に受益

証券の保管を委託している日本の投資者の保有する受益証券に関しては、日本における販売会社）に対して支
払われます。 
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Ⅰ．運用の経過等 
 

(1）第５期までの運用の経過 

 
第１期（2012年８月３日～2013年２月28日） 

豪州債券市況： 

 当該期間、豪州債券価格は上昇しました。期初、中国の成長鈍化懸念などを背景として、豪州債券価

格は上昇してスタートしましたが、９月の豪州準備銀行（RBA）の金融政策決定会合で政策金利が据え

置かれ利下げ観測が後退したこと、米国で量的金融緩和第三弾（QE３）が決定したことなどを受けて市

場のリスク選好が高まったため、豪州債券価格は下落しました。その後、RBAの９月会合の議事録から

今後の利下げの可能性が示唆されたことに加え、資源価格の下落やスペインの債務問題に対する懸念の

高まりなどを背景として、豪州債券の価格は上昇しました。RBAの10月会合で市場予想に反して利下げ

が行われたことから豪州債券価格はさらに上昇しましたが、その後、米国や中国の経済指標が堅調な内

容となったこと、豪州の第３四半期の消費者物価指数が上昇したことなどを背景として、豪州債券価格

は下落に転じました。11月から12月にかけては、ギリシャの債務問題や米国の「財政の崖」問題に債券

市場が左右される展開が続き、豪州債券価格は一進一退の展開となりました。RBAの11月会合では政策

金利が据え置かれたものの、12月会合では利下げが発表されました。その後、平成24年の年末にかけて、

豪州債券価格は、米国の量的緩和や中国の景気回復への期待の高まりから一時下落したものの、米国の

「財政の崖」問題への懸念などから再び上昇しました。平成25年の年明けには、米国で「財政の崖」を

回避するための法案が成立したこと、資源価格が上昇したこと、豪州の企業景気信頼感指数が上昇した

ことなどから市場のリスク選好が回復し、豪州債券価格は下落しました。２月のRBA会合では、政策金

利は据え置かれたものの、声明文の内容から今後の利下げ観測が高まったこと、豪州の１月の雇用統計

からフルタイム就業者の減少が確認されたこと、イタリアの総選挙結果を受けて同国の政局の不透明感

が高まったことなどを背景として、豪州債券価格は再び上昇しました。結果、期全体を通じては、前期

末比で債券価格が上昇して期を終える展開となりました。尚、当該期間中、豪州の政策金利は3.50％か

ら3.00％まで引き下げられました。 

 

投資先ファンドの主な投資行動とパフォーマンスへの影響： 

 ＵＢＳ 豪ドル・ボンド・インカム（以下「投資先ファンド」といいます。）の当該期間のリターン

は、投資先ファンドのベンチマーク（ＵＢＳオーストラリア債券インデックス）を上回りました。デュ

レーション戦略においては、当期期初の段階で投資先ファンドのベンチマークに対しニュートラルとし、

期中には市場環境に応じて一時長期化したものの、期末にはニュートラルに戻した結果、投資先ファン

ドのパフォーマンスに対しては若干のマイナス要因となりました。また、イールドカーブ戦略について

は、特にポジションをとらなかったことから、投資先ファンドのベンチマークに対してニュートラルと

なりました。投資先ファンドのパフォーマンスにプラスに寄与したのは、セクター配分と銘柄選択戦略

でした。当該期間、社債・州政府債などへのオーバーウェイトを維持しました。平成24年の後半、欧州

中央銀行や米連邦準備制度理事会が金融緩和を実施したことなどを背景として、社債や資産担保債券な

どは９月と12月において特に堅調なパフォーマンスとなりました。欧州における財政危機問題を慎重に

みていたことから国際機関債をアンダーウェイトとしていたことは、平成25年の年初、パフォーマンス

にとって若干マイナス要因となった一方、国債へのアンダーウェイトや社債・州政府債などへのオー

バーウェイトは、対投資先ファンドのベンチマークのパフォーマンスに対してプラス要因となりました。 
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第２期（2013年３月１日～2014年２月28日） 

豪州債券市況： 

 当該期間、豪州債券価格は上昇しました。期初、平成25年３月の豪州準備銀行（ＲＢＡ）の金融政策

決定会合で政策金利が据え置かれたものの、声明文の内容から追加利下げ観測が後退したこと、前年第

４四半期の国内総生産（ＧＤＰ）や２月の雇用統計が堅調な内容となったことなどから、豪州債券価格

は下落して始まりました。その後、キプロスへの支援をめぐる欧州信用不安の再燃や、中国および米国

の経済指標の軟化を背景に市場のリスク回避志向が強まったこと、ＲＢＡの５月会合で金利が引き下げ

られたことなどから豪州債券価格は一時上昇しましたが、米国において量的緩和の早期縮小観測が高

まったことなどを背景に金利が上昇すると、豪州債券価格は再び下落しました。期の中旬に入ると、豪

州の５月の小売売上高が市場予想を下回ったこと、ＲＢＡの８月会合で金利がさらに引き下げられたこ

となどから豪州債券価格は上昇に転じた一方、中国や米国の景気回復に伴って市場のリスク選好が高

まったこと、豪州の８月の消費者信頼感指数が前月比で改善したことなどを背景に下落するなど一進一

退の展開となりました。その後、内戦の続くシリア情勢の緊迫化から地政学的リスクが高まったこと、

豪州および米国の雇用統計が悪化したこと、12月の中国の製造業購買担当者景況感指数（ＰＭＩ）の速

報値が軟調な内容となったことなどから、市場のリスク回避姿勢が強まるなか、豪州債券価格は年末に

向けて概ね緩やかな上昇基調を維持しました。平成26年の年明けには、米当局の量的緩和縮小が経済成

長規模を鈍化させるとの懸念が強まるなかで、新興国経済への不安が高まったことなどから、豪州債券

価格はさらに上昇しました。その後、ＲＢＡの２月会合で政策金利が据え置かれ、今後の利下げを示唆

する文言が削除されたこと、豪州の12月の小売売上高など経済指標が良好な内容となったことなどから、

豪州債券価格は一時下落する場面を見せたものの、期末には豪州の１月の雇用統計から失業率の水準に

ついて懸念が高まったこと、人民元の下落などを背景として中国経済への不安が高まったことなどから

再び上昇しました。結果、豪州債券価格は前期末比で上昇して期を終えました。なお、当該期間中、豪

州の政策金利は3.00％から2.50％まで引き下げられました。 

 

投資先ファンドの主な投資行動とパフォーマンスへの影響： 

 投資先ファンドの当該期間のリターンは、投資先ファンドのベンチマーク（ＵＢＳオーストラリア債

券インデックス）を上回りました。 

 デュレーション戦略においては、当期期初の段階で投資先ファンドのベンチマークに対し小幅に短期

化した水準でスタートしました。その後、期中には市場環境に応じて短期化幅を機動的に調整し、期末

には短期化幅を拡大した結果、投資先ファンドのパフォーマンスに対しては若干のマイナス要因となり

ました。また、イールドカーブ戦略については、期末にフラット化しましたが、投資先ファンドのベン

チマークに対してのパフォーマンスはニュートラルとなりました。 

 一方、投資先ファンドのパフォーマンスにプラスに寄与したのは、セクター配分と銘柄選択戦略でし

た。平成25年の第２四半期前半に社債をオーバーウェイトとしたことに加え、第３四半期にかけても社

債をオーバーウェイトしたことや、国債と国際機関債をアンダーウェイトしたことは、投資先ファンド

のパフォーマンスにプラスとなりました。期末においては、社債をオーバーウェイトとした一方、国

債・州政府債・国際機関債をアンダーウェイトとした結果、セクター配分と銘柄選択戦略は投資先ファ

ンドのパフォーマンスに対してプラスに寄与しました。 
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第３期（2014年３月１日～2015年２月28日） 

 当該期間の豪州債券価格は上昇（金利は低下）しました。 

 期の前半は、ウクライナ情勢の緊迫化、中国と豪州国内の経済指標の軟化、米国の長期金利低下傾向、

欧州の追加金融緩和などを背景として、豪州債券価格は上昇基調で推移しました。期の半ばに米国で早

期利上げ観測が高まったことなどを受けて、豪州債券価格は一時下落したものの、期の後半は、豪州の

経済指標が振るわなかったこと、中国経済への懸念や資源価格の下落、豪州での政策金利引き下げなど

を受けて豪州債券価格はさらに上昇する動きとなりました。 

 また、当期の豪ドルは米ドルに対し下落しました。 

 豪ドル／米ドル市況は、期初に上昇してスタートした後は、豪州国内経済情勢や米国の利上げ時期に

関する観測、中国経済の動向などに左右されながら狭い範囲内での横ばい推移となりました。 

 ９月以降は、米国の早期利上げ観測の台頭、中国経済の減速懸念と資源価格の下落、豪州での利下げ

観測の高まりなどが通貨のマイナス材料となり、豪ドルは米ドルに対して大きく下落する結果となりま

した。 

 

 以下は、投資先ファンドに関する報告です。なお、ファンドは、豪ドル建ての投資先ファンドに投資

するため、豪ドルの対米ドル為替レートの変動による影響を受けます。 

2014年３月１日～2014年３月31日 

 投資先ファンドは、デュレーションをベンチマークに対して短期化する戦略を行いました。デュレー

ションのアクティブ運用が、投資先ファンドのパフォーマンスを押し上げました。銘柄選択も、投資先

ファンドのパフォーマンスにプラスに寄与しました。イールドカーブ戦略も、投資先ファンドのパ

フォーマンスを若干押し上げました。 

2014年４月１日～2014年６月30日 

 デュレーション戦略およびイールドカーブ戦略が投資先ファンドのパフォーマンスをやや下押しする

結果に終わりましたが、銘柄と業種セクターの選択は好調でした。投資先ファンドは、６月末現在、社

債およびカバード・ボンドをオーバーウエイト、豪州国債、国際機関債および準政府債をアンダーウエ

イトとしました。 

2014年７月１日～2014年９月30日 

 社債とカバード・ボンドのオーバーウエイト、豪州国債、国際機関債および準政府債のアンダーウエ

イトが奏功し、大半の利益を上げました。投資先ファンドは、デュレーションをベンチマークに対して

短期化する戦略を維持しました。デュレーション運用も投資先ファンドのパフォーマンスにプラスに寄

与しましたが、イールドカーブ戦略の影響は、ニュートラルでした。 

2014年10月１日～2014年12月31日 

 国内総生産（ＧＤＰ）成長率の低下が発表されたことを背景に、オーストラリア準備銀行（以下「Ｒ

ＢＡ」といいます。）が緩和策に転じたことによるリスクを認識し、投資先ファンドはデュレーション

の短期化戦略を12月初めに解除しました。当四半期において、銘柄選択が投資先ファンドのパフォーマ

ンスに若干のプラスの影響を及ぼしました。投資先ファンドのポジションは、社債とカバード・ボンド

のオーバーウエイト、豪州国債、国際機関債および準政府債のアンダーウエイトを継続しました。 

2015年１月１日～2015年１月31日 

 投資先ファンドは、１月初め、長期債全体のデュレーションをベンチマークに対して－0.7年としま

した。カナダ銀行が意表を突く利下げを発表し、ニュージーランドの消費者物価指数（ＣＰＩ）が低下

したことを受けて、欧州中央銀行（ＥＣＢ）の政策決定会合の前に、投資先ファンドはデュレーション

の短期化ポジションを0.2年縮小しました。投資先ファンドは、ＲＢＡの政策決定会合に向けて、デュ

レーションの短期化ポジションの縮小が賢明であるとの判断に基づき、月末にさらに0.25年短期化幅を

縮小し、１月末に、ベンチマークに対して－0.25年としました（いずれも10年債）。投資先ファンドの
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１月のデュレーション戦略は、市場の上昇により、相対リターンに対してマイナス寄与に終わりました。

投資先ファンドは、１月を通じて、業種セクター別投資配分の大幅な見直しは行いませんでした。 

2015年２月１日～2015年２月28日 

 ＲＢＡの会合に先立ち、投資先ファンドのデュレーションの短期化ポジションを再構成し、ベンチ

マークに対する短期化の水準をニュートラルに戻しました。投資先ファンドは、ＲＢＡの利下げを受け

て、デュレーションをベンチマークに対して再び短期化しましたが、米国の連邦準備制度理事会（ＦＲ

Ｂ）のジャネット・イエレン議長の議会証言と、これによる米国債の上昇を受けて、ポジションを清算

しました。金利戦略は、２月を通じて概ねニュートラルでした。社債の発行市場は、２月は概ね目立っ

た動きはなく、投資先ファンドは、同月における社債のエクスポージャーの見直しをほとんど行いませ

んでした。 
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第４期（2015年３月１日～2016年２月29日） 

 当該期間の豪州債券価格は上昇（金利は低下）しました。 

 期初は、中国経済への懸念、資源価格の下落、米国の早期利上げ観測の後退、豪州中央銀行（ＲＢ

Ａ）による利下げ観測などから金利が低下基調となり、豪州債券市場は上昇しました。その後は、豪州

の良好な雇用統計、消費者物価指数（ＣＰＩ）が市場予想を上回ったことなどが豪州債券利回りの上昇

要因となり豪州債券市場は下落しました。期の半ばにかけては、ギリシャの債務問題についての懸念や

豪州の主要輸出品である鉄鉱石の価格が下落したこと、ＲＢＡの追加利下げに関する示唆、８月の中国

人民元切り下げ、資源価格の下落などから豪州債券価格は上昇を続ける展開となりました。期の後半に

入ると、米国の利上げ見送りや中国経済への懸念の高まり、豪州の利下げ観測が高まったことなどを背

景として、豪州債券価格は引き続き上昇しました。11月以降は、米国で利上げが行われる見通しが高

まったこと、豪州で失業率の低下などが確認され利下げ観測が後退したことなどを背景として、豪州債

券価格は一時下落しましたが、期末にかけては、資源価格の続落、中国の景気見通し悪化懸念が増大し

たこと、豪州で雇用者数の減少幅拡大が確認されたことなどを背景として豪州債券価格は再び上昇し、

前期末比で債券価格が上昇して期を終える展開となりました。 

 豪ドル／米ドル市況は下落（豪ドル安米ドル高）しました。 

 期初から2015年９月上旬にかけては、ＲＢＡによる追加利下げ観測の高まりや、資源価格の下落、中

国経済に対する懸念の強まりなどを背景に、豪ドルは米ドルに対して下落しました。その後は、強弱入

り混じる展開となり期末まで概ね横ばいで推移し、期を通してみると豪ドル安米ドル高が進行しました。 

 

 以下は、投資先ファンドに関する報告です。なお、ファンドは、豪ドル建ての投資先ファンドに投資

するため、豪ドルの対米ドル為替レートの変動による影響を受けます。 

2015年３月１日～2015年３月31日 

 投資先ファンドは、デュレーションをベンチマークに対しニュートラルとし、イールドカーブの若干

の平坦化を見込んだポジションを取りましたが、両戦略とも投資先ファンドのリターンに対する寄与は

概ねフラットとなりました。一方、個別銘柄選択が投資先ファンドにプラス寄与しました。 

2015年４月１日～2015年６月30日 

 投資先ファンドは、デュレーションをベンチマークに対してニュートラルに維持しました。投資先

ファンドのイールドカーブ戦略では、平坦化を見込んだポジションを取りましたが、５月～６月は世界

的に金利が急上昇し、イールドカーブが傾斜化したことから、当四半期のイールドカーブ戦略は投資先

ファンドにマイナス寄与となりました。一方、６月後半の国際機関債のスプレッドの拡大を受け、国際

機関債をアンダーウエイトとした投資先ファンドの戦略はリターンに寄与しました。 

2015年７月１日～2015年９月30日 

 当四半期の投資先ファンドのデュレーション戦略については、７月～８月は、ベンチマークに対して

ニュートラルを維持した後、９月に入り短期化しました。９月の米連邦公開市場委員会（ＦＯＭＣ）の

開催が近づいたこと、豪州の消費者信頼感および企業信頼感が首相の交代により上昇することを織り込

んで、豪州国債の短期債利回りが上昇したため、当期の投資先ファンドのデュレーション戦略はプラス

寄与となりました。投資先ファンドのイールドカーブ戦略については、当期はイールドカーブが平坦化

したことから、平坦化を見込んだポジションを維持したことがプラス寄与となりました。また、投資先

ファンドの銘柄選択もプラスとなりました。 

2015年10月１日～2015年12月31日 

 当四半期の投資先ファンドのデュレーション戦略については、10月～11月中旬までは、ベンチマーク

に対してニュートラルとし、11月後半～12月は、デュレーションを長期化しました。当四半期の投資先

ファンドのデュレーション戦略はプラス寄与となりました。投資先ファンドのイールドカーブ戦略につ

いては平坦化を見込んだポジションを維持しました。当期は長期債のパフォーマンスが短期債を上回っ
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たことから、投資先ファンドのイールドカーブ戦略はプラス寄与となりました。 

2016年１月１日～2016年１月31日 

 投資先ファンドのデュレーション戦略については、長期化した水準からスタートし、月の後半に長期

化幅を拡大しました。このデュレーションを長期化したポジションが、投資先ファンドのリターンにプ

ラス寄与しました。また、長期債のパフォーマンスが短期債を上回ったことから、イールドカーブの平

坦化を見込んだポジションも投資先ファンドにプラス寄与となりました。 

2016年２月１日～2016年２月29日 

 当該月は、調整を加えながらも投資先ファンドのデュレーションの長期化を維持しました。投資先

ファンドのデュレーション戦略は、概ねプラス寄与となりました。また、長期債のパフォーマンスが短

期債を上回ったことから、イールドカーブの平坦化を見込んだポジションも投資先ファンドにプラス寄

与となりました。投資先ファンドの銘柄選択もプラス寄与となりました。 
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第５期（2016年３月１日～2017年２月28日） 

 当該期間の豪州債券価格は上昇（金利は低下）しました。期初は豪州の貿易やＧＤＰ成長率の堅調さ

などを背景に金利は上昇し、債券市場は下落して始まったものの、４月下旬に消費者物価指数（ＣＰ

Ｉ）の予想外の低下により豪州中央銀行（ＲＢＡ）による利下げ観測が高まり、金利は急低下し、債券

市場は大きく上昇しました。５月に入り予想通り利下げが行われたものの、ＲＢＡの金融政策報告でイ

ンフレ見通しが引き下げられたことから、更なる利下げが意識され、豪州債券価格は続伸しました。そ

の後も６月後半に行われる英国のＥＵ離脱の是非を問う国民投票を控え不透明感から金利は低下傾向と

なり、選挙後も離脱に関する不透明感の高まりや豪州の４－６月期のＣＰＩの鈍化を受けた利下げ観測

の高まりが金利の下押し圧力となったことから、豪州債券価格は７月末まで概ね上昇する展開となりま

した。９月に入り、米連邦準備制度理事会（ＦＲＢ）による年内利上げ観測やＲＢＡが金融政策決定会

合で利下げを示唆しなかったことなどから世界的に金利が上昇し、豪州債券価格は下落しました。その

後、米国での利上げの見送りやドイツ銀行の経営不安に対する懸念などを受けて、一時金利は低下した

ものの、米国の好調な景気や原油価格の上昇などを受け、再び金利は上昇基調となり、豪州債券価格は

下落しました。11月に入り、米国の大統領選挙においてトランプ氏が勝利したことで金利が一時急低下

したものの、トランプ氏の政策期待や米国の利上げ観測を背景に豪州の金利は大きく上昇することとな

り、豪州債券価格は下落しました。その後もトランプ氏の拡張的な財政出動への期待などからリスク志

向が高まり、世界的に金利上昇が進む中、豪州債券価格は年末まで概ね下落する展開となりました。

2017年に入り、新政権の政策実行力に対する懐疑的な見方が広がり、米連邦公開市場委員会（ＦＯＭ

Ｃ）の議事録でハト派的な内容が確認されると金利は低下基調となり、豪州債券価格は上昇しました。

その後は豪州の経済指標の内容において好不調の指標が混在したことや、米国の金融政策の方向性など

を背景に豪州債券価格は一進一退の展開が続き、結局前期末比で、豪州債券価格は上昇して期を終えま

した。 

 豪ドル／米ドル市況は上昇（豪ドル高米ドル安）しました。 

 豪ドルは、2016年11月の米国大統領選挙においてトランプ氏が勝利し、米国の経済成長とインフレが

加速するとの観測が高まったことなどが米ドル高要因となり、対米ドルで下落する局面もありましたが、

期を通じてみると、豪州の主要輸出品である鉄鉱石の価格が上昇したことや豪州経済が底堅く推移した

ことなどを背景に、対米ドルで上昇しました。 

 

 以下は、投資先ファンドに関する報告です。なお、ファンドは、豪ドル建ての投資先ファンドに投資

するため、豪ドルの対米ドル為替レートの変動による影響を受けます。 

2016年３月 

 投資先ファンドは、デュレーションをベンチマークに対し小幅に長期化し、イールドカーブの平坦化

を見込んだポジションを取りました。リスク資産が大幅に回復したことで豪州債券の利回りが上昇し、

リターンに対する３月の投資先ファンドのデュレーション戦略はマイナス要因となりました。一方、投

資先ファンドのイールドカーブ戦略については世界的な情勢を受けイールドカーブが平坦化したことか

らプラス寄与となり、銘柄選択もプラスとなりました。 

2016年４月～2016年６月末 

 投資先ファンドは、デュレーションをベンチマークに対し長期化としていましたが、５月に消費者物

価指数（ＣＰＩ）の低迷を受けて金利が低下したことから、利益確定を行いました。その後、豪州債券

市場の上昇が続き、行き過ぎとの判断からデュレーションを短期化したものの、６月末にかけて短期化

した戦略を解消しました。イールドカーブは平坦化を見込んだポジションを取り投資先ファンドに小幅

なプラス寄与となりました。 
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2016年７月～2016年９月末 

 投資先ファンドは、イールドカーブの平坦化を見込んだ戦略としましたが、リターンに対しマイナス

要因となりました。投資先ファンドのデュレーション戦略については、ベンチマークに対するニュート

ラルが小幅にマイナス要因となりました。また、社債のオーバーウェイトが投資先ファンドのリターン

にプラス寄与しました。 

2016年10月～2016年12月末 

 投資先ファンドは、デュレーションをベンチマークに対しニュートラルとしましたが、10月に豪州債

券が下落したため、長期化しました。その後、11月の米大統領選終了直後に、豪州債券価格が値上がり

したことから利益確定を行いました。12月にデュレーションを長期化し、この戦略は投資先ファンドの

リターンに対し小幅にマイナスとなりました。10月から12月までの投資先ファンドのデュレーション戦

略は、リターンに僅かにプラス寄与となりました。イールドカーブは傾斜化を見込んだ戦略としました

が、米国選挙の結果を受けてイールドカーブが傾斜化したことから利益確定を行いました。 

 また、社債のオーバーウェイトと州政府債のアンダーウェイトが投資先ファンドのリターンに対しプ

ラス寄与となりました。 

2017年１月 

 投資先ファンドは、デュレーションをベンチマークに対し長期化としました。１月末にかけて豪州債

券価格が上昇したためリターンに対しプラスに寄与しました。投資先ファンドのイールドカーブ戦略に

おいては平坦化を見込んだ戦略としていましたが、リターンに対する寄与は概ねフラットとなりました。

また、スプレッドの縮小により社債のオーバーウェイトがプラス寄与となりました。 

2017年２月 

 投資先ファンドは、デュレーション戦略の長期化を維持しました。２月中、金利がやや上昇したこと

から投資先ファンドのリターンのマイナス要因となりました。投資先ファンドのイールドカーブ戦略に

おいては平坦化を見込んだ戦略としていましたが、リターンに対する寄与は概ねフラットとなりました。

また、スプレッドの縮小により社債のオーバーウェイトが投資先ファンドにプラス寄与となりました。 
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(2）当期（2017年３月１日～2017年８月25日）の運用の経過 
 

■１口当たり純資産価格等の推移について 
   

 

  
第５期末の１口当たり純資産価格： 

0.006454米ドル

第６期末の１口当たり純資産価格： 

0.006333米ドル

第６期中の１口当たり分配金合計額： 

0.000100米ドル

騰落率： 

－0.33％
  

 

（注１）課税前分配金再投資換算１口当たり純資産価格は、公表されている１口当たり純資産価格に各収益分配金（課税前）をその分

配を行う日に全額再投資したと仮定して算出したもので、ファンド運用の実質的なパフォーマンスを示すものです。以下同じ

です。 

（注２）課税前分配金再投資換算１口当たり純資産価格は、運用開始日（2012年８月３日）の受益証券１口当たり純資産価格を起点と

して計算しています。以下同じです。 

（注３）ファンドの購入価額により課税条件は異なりますので、お客様の損益の状況を示すものではありません。 

（注４）ファンドにベンチマークは設定されていません。 

（注５）騰落率は、課税前分配金再投資換算１口当たり純資産価格に基づき計算しています。以下同じです。 

（注６）１口当たり分配金額は、税引前の分配金額を記載しています。以下同じです。 

 

■１口当たり純資産価格の主な変動要因 
 投資先ファンドにおいて、当期は、期を通じて豪州債券価格が上昇（金利は低下）したことが純資産

価格の上昇に寄与したものの、管理運営費用が差し引かれたことがマイナス要因となりました。 

 

投資先ファンドとベンチマークの騰落率の状況および要因について 

 当期の投資先ファンドのリターンは、投資先ファンドのベンチマークであるブルームバーグオースト

ラリア債券（総合）インデックス（Bloomberg AusBond Composite0+ Yr Index）（以下「ベンチマー

ク」といいます。）のリターンを下回りました。 

 当期におけるデュレーション戦略と社債のオーバーウェイトがリターンに対しプラス寄与となりまし

た。一方で、個別銘柄選択がマイナス要因となり、また、管理運営費用が投資先ファンドの基準価格か

ら差し引かれたことや８月以降の投資先ファンドの現金化がベンチマーク対比ではマイナスとなりまし

た。 
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■分配金について 
 当期（2017年３月１日～2017年８月25日）の１口当たり分配金（税引前）はそれぞれ下表のとおりで

す。なお、下表の「分配金を含む１口当たり純資産価格の変動額」は、当該分配落日における１口当た

り分配金額と比較する目的で、便宜上算出しているものです。 

 

   （金額：米ドル）

分配落日 １口当たり純資産価格 
１口当たり分配金額 

（対１口当たり 
純資産価格比率（注１）） 

分配金を含む１口当たり 
純資産価格の変動額（注２）

2017/３/21 0.006427 
0.000020 
（0.31％） 

0.000034 

2017/４/18 0.006380 
0.000020 
（0.31％） 

－0.000027 

2017/５/18 0.006263 
0.000020 
（0.32％） 

－0.000097 

2017/６/19 0.006392 
0.000020 
（0.31％） 

0.000149 

2017/７/18 0.006507 
0.000020 
（0.31％） 

0.000135 

（注１）「対１口当たり純資産価格比率」とは、以下の計算式により算出される値であり、ファンドの収益率とは異なる点にご留意く

ださい。 

対１口当たり純資産価格比率（％）＝100×ａ／ｂ 

ａ＝当該分配落日における１口当たり分配金額 

ｂ＝当該分配落日における１口当たり純資産価格＋当該分配落日における１口当たり分配金額 

（注２）「分配金を含む１口当たり純資産価格の変動額」とは、以下の計算式により算出されます。 

分配金を含む１口当たり純資産価格の変動額＝ｂ－ｃ 

ｂ＝当該分配落日における１口当たり純資産価格＋当該分配落日における１口当たり分配金額 

ｃ＝当該分配落日の直前の分配落日における１口当たり純資産価格 

（注３）2017年３月21日の直前の分配落日（2017年２月21日）における１口当たり純資産価格は、0.006413米ドルでした。 
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■投資環境について 
 当期の豪州債券価格は上昇（金利は低下）しました。 

 豪州のＧＤＰや中国の製造業購買担当者指数が予想を上回ったことなどから金利は上昇基調となり、

豪州債券価格は下落して始まりました。その後はトランプ政権の政策実行が遅れるとの見込みや豪州の

雇用などの経済指標が弱含むと金利は低下基調となり、豪州債券価格は４月後半まで上昇傾向となりま

したが、欧州における政治リスクが一旦後退し、米雇用が堅調であったことが確認されると利上げ観測

が高まり、再び豪州債券価格は下落しました。しかし、５月の前半に豪州の住宅指標や小売売上が市場

予想を大幅に下回ったことで金利は低下基調に転じ、その後も賃金や建設関連の指標が弱含んだことで

金利は更に低下し、豪州債券価格は上昇しました。６月終盤になり、欧州中央銀行（ＥＣＢ）総裁がタ

カ派的発言をしたことをきっかけに、欧米金利が急上昇すると、豪州金利もつられる形で大幅上昇とな

り、豪州債券価格は大幅下落となりました。その後、期末にかけては欧米金利に追随して小幅に上昇す

る場面もあったものの、豪州の貿易が不冴えであったことや豪州中央銀行（ＲＢＡ）が成長見通しを引

き下げたことで金利は徐々に低下し、豪州債券価格は上昇しました。結局前期末比で、豪州債券価格は

上昇して期を終えました。 

 当期の豪ドル／米ドル市況は上昇（豪ドル高米ドル安）しました。 

 豪ドルは、期初から５月中旬にかけて、豪州の主要輸出品である鉄鉱石の価格が下落したことや、豪

州金利が低下基調となったことなどを背景に、対米ドルで下落しました。しかしその後は、米連邦準備

制度理事会（ＦＲＢ）議長による議会証言の内容などを受け米国の利上げペースが鈍化するとの観測が

高まり、米ドル安圧力が強まったことや、鉄鉱石価格が反発したことなどを背景に対米ドルで上昇しま

した。期を通じてみると、豪ドルは対米ドルで上昇しました。 

 

■ポートフォリオについて 

 以下は、投資先ファンド（ＵＢＳ豪ドル・ボンド・インカム）に関する報告です。なお、ファンドは、

豪ドル建ての投資先ファンドに投資するため、豪ドルの対米ドル為替レートの変動による影響を受けま

す。 

2017年３月～５月 

 投資先ファンドは、デュレーションをベンチマークに対し長期化としていましたが、４月に金利が低

下したところで一部利益確定を行った後、５月末にかけて残りの長期化した部分をニュートラルに戻し

ました。投資先ファンドのイールドカーブ戦略については残存期間４－５年をオーバーウェイトとしま

した。また、社債におけるインフラ関連やオーストラリアの銀行のシニア債といった景気変動の影響を

受けにくいセクターをオーバーウェイトとし、海外の銀行やＲＥＩＴの組み入れをアンダーウェイトと

しました。州政府債についてはＡＡ格を選好しました。当該期間中、デュレーション戦略はリターンに

対しプラス寄与したものの、個別銘柄選択がマイナス要因となりました。 

2017年６月～７月 

 投資先ファンドは、デュレーションをベンチマークに対しニュートラルを維持しました。同期間中は

社債のオーバーウェイトがリターンに対しプラス寄与した一方で、個別銘柄選択がマイナス要因となり

ました。 

2017年８月 

 投資先ファンドは、償還の指図を受け、８月上旬にポジションを現金化しました。 

 

■投資の対象とする有価証券の主な銘柄 
 当期末現在、有価証券等の組入れはありません。 
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(3）費用の明細 
 

項目 項目の概要 

管理報酬（副管

理報酬を含みま

す。）、保管報

酬および管理事

務代行報酬 

合計で純資産総額の年率0.10％ 

管理報酬（副管理報酬を含みます。）、保管報

酬および管理事務代行報酬は、それぞれ、信託

証書に定める管理会社としての業務、保管契約

に定めるファンド資産の保管業務および管理事

務代行契約に定める管理事務代行業務の対価と

して、ルクセンブルク三菱UFJインベスターサー

ビス銀行S.A.に対し支払われます。 

販売報酬 純資産総額の年率0.50％ 

販売報酬は、投資者からの申込または買戻請求

を管理会社に取り次ぐ等の業務の対価として、

日本における販売会社に支払われます。 

代行協会員報酬 純資産総額の年率0.05％ 

代行協会員報酬は、受益証券１口当たり純資産

価格の公表を行い、また受益証券に関する目論

見書、決算報告書その他の書類を日本における

販売会社に送付する等の業務の対価として、代

行協会員に支払われます。 

投資顧問報酬 純資産総額の年率0.10％ 

投資顧問報酬は、投資顧問契約に定める投資顧

問業務の対価として、投資顧問会社に支払われ

ます。 

受託報酬 
純資産総額の年率0.01％ 

（最低年間10,000米ドル） 

受託報酬は、信託証書に定める受託業務の対価

として、受託会社に支払われます。 

その他の費用

（当期） 
3.05％ 

ファンドの設立に係る専門家による業務等なら

びに弁護士に支払う開示書類の作成・届出業務

等および監査人等に支払う監査業務等の役務の

対価として支払われます。 

（注１）各報酬については、目論見書に定められている料率または金額を記載しています。「その他の費用（当期）」には運用状況等

により変動するものや実費となる費用が含まれます。便宜上、当期のその他の費用の金額をファンドの当期末の純資産総額で

除して100を乗じた比率を表示していますが、実際の比率とは異なります。 

（注２）各項目の費用は、ファンドが組み入れている投資先ファンドの費用を含みません。 
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Ⅱ．直近10期の運用実績 
 

(1）純資産の推移 
 下記各会計年度末および平成29年３月から平成29年８月までの期間における各月末（ただし、平

成29年８月については償還日である平成29年８月25日）の純資産の推移は、以下の通りです。 

 
純資産総額 受益証券１口当たり純資産価格 

米ドル 円 米ドル 円 

第１会計年度末 
（平成25年２月末日） 

37,944,618.22 4,127,995,016 0.009740 1.0596

第２会計年度末 
（平成26年２月末日） 

17,819,853.69 1,938,621,883 0.008169 0.8887

第３会計年度末 
（平成27年２月末日） 

12,390,108.50 1,347,919,904 0.007256 0.7894

第４会計年度末 
（平成28年２月末日） 

7,924,945.97 862,154,872 0.006369 0.6929

第５会計年度末 
（平成29年２月末日） 

6,554,083.83 713,018,780 0.006454 0.7021

第６会計年度末 
（平成29年８月25日） 

5,288,334.57 575,317,918 0.006333 0.6890

平成29年３月末日 6,337,964.56 689,507,164 0.006413 0.6977

４月末日 6,206,476.40 675,202,568 0.006280 0.6832

５月末日 6,108,657.37 664,560,835 0.006294 0.6847

６月末日 6,104,385.54 664,096,103 0.006382 0.6943

７月末日 5,945,981.40 646,863,317 0.006424 0.6989

８月25日 5,288,334.57 575,317,918 0.006333 0.6890

（注）アメリカ合衆国ドル（以下「米ドル」といいます。）の円貨換算は、便宜上、平成30年１月31日現在の株式会社

三菱東京ＵＦＪ銀行の対顧客電信売買相場の仲値（１米ドル＝108.79円）によります。以下、米ドルの円貨表示

は別段の記載がない限りこれによるものとします。 
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(2）分配の推移 
 下記会計年度中における１口当たりの課税前分配金の推移は、以下のとおりです。 

会計年度 
１口当たり分配金 

米ドル 円 

第１会計年度 0.000252 0.0274 

第２会計年度 0.000468 0.0509 

第３会計年度 0.000360 0.0392 

第４会計年度 0.000250 0.0272 

第５会計年度 0.000240 0.0261 

第６会計年度 0.000100 0.0109 

 

(3）販売および買戻しの実績 
 下記会計年度における販売および買戻しの実績、ならびに下記会計年度末日現在の発行済口数は、

以下のとおりです。 

会計年度 販売口数 買戻し口数 発行済口数 

第１会計年度 
4,577,130,417 
(4,577,130,417) 

681,453,245 
(681,453,245) 

3,895,677,172 
(3,895,677,172) 

第２会計年度 
260,037,662 
(260,037,662) 

1,974,330,987 
(1,974,330,987) 

2,181,383,847 
(2,181,383,847) 

第３会計年度 
171,542,601 
(171,542,601) 

645,364,474 
(645,364,474) 

1,707,561,974 
(1,707,561,974) 

第４会計年度 
94,170,959 
(94,170,959) 

557,475,681 
(557,475,681) 

1,244,257,252 
(1,244,257,252) 

第５会計年度 
0 
(0) 

228,757,468 
(228,757,468) 

1,015,499,784 
(1,015,499,784) 

第６会計年度 
0 
(0) 

180,443,379 
(180,443,379) 

835,056,405 
(835,056,405) 

（注１）（ ）の数は本邦における販売・買戻しおよび発行済口数です。以下同じです。 

（注２）第１会計年度の販売口数には、当初申込期間中に販売された販売口数を含みます。以下同じです。 
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Ⅲ．ファンドの経理状況 
 

ａ．ファンドの2017年３月１日から2017年８月25日（償還日）までの期間の日本文の財務書類は、ル

クセンブルグにおいて一般に公正妥当と認められる会計原則に準拠して作成された原文の財務書類

を翻訳したものである（ただし、円換算部分を除く）。これは「特定有価証券の内容等の開示に関

する内閣府令」に基づき、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」第131条第５項

ただし書の規定の適用によるものである。 

 

ｂ．ファンドの原文の財務書類は、外国監査法人等（公認会計士法（昭和23年法律第103号）第１条

の３第７項に規定する外国監査法人等をいう。）であるプライスウォーターハウスクーパース ケ

イマン諸島から監査証明に相当すると認められる証明を受けており、当該監査証明に相当すると認

められる証明に係る監査報告書に相当するもの（訳文を含む。）が当該財務書類に添付されている。 

 

ｃ．ファンドの原文の財務書類は、米ドルで表示されている。日本文の財務書類には、主要な金額に

ついて円換算額が併記されている。日本円による金額は、平成30年１月31日現在における株式会社

三菱東京ＵＦＪ銀行の対顧客電信売買相場の仲値（１米ドル＝108.79円）で換算されている。なお、

千円未満の金額は四捨五入されている。 
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独立監査人の監査報告書 

 

米ドル建 オーストラリア債券オープン 毎月分配型の受託会社としてのエリアン・トラスティー

（ケイマン）リミテッド御中 

 

我々の意見 

 我々は、財務書類が、ルクセンブルグにおいて投資信託に適用ある一般に公正妥当と認められる会

計原則に準拠して、米ドル建 オーストラリア債券オープン 毎月分配型（以下「ファンド」とい

う。）の2017年８月25日現在の財政状態ならびに2017年３月１日から2017年８月25日までの期間にお

ける運用実績および純資産の変動を真実かつ適正に表示しているものと認める。 

 

我々が監査したもの 

 ファンドの財務書類は、以下の書類によって構成される。 

－2017年８月25日現在の純資産計算書 

－2017年３月１日から2017年８月25日までの期間における運用計算書および純資産変動計算書、なら

びに 

－重要な会計方針の要約を含む財務書類の注記 

 

意見の基礎 

 我々は、国際監査基準（ISA）に準拠して監査を行った。当該基準に基づく我々の責任は、当報告書

の「財務書類の監査に対する監査人の責任」で詳述する。 

 我々は、我々が収集した監査証拠が、我々の意見の基礎となるに十分かつ適切であると確信してい

る。 

 

独立性 

 我々は、国際会計士倫理基準審議会の職業会計士の倫理規程（IESBA規程）に従ってファンドから独

立している。我々は、IESBA規程に従ってその他の倫理上の責任を果たした。 

 

強調事項 

 我々は、受託会社および管理会社がファンドの終了を決定した旨を記載する、本財務書類の注記１

に着目した。これにより、財務書類は、清算会計基準に従って作成されている。当該事項は、我々の

意見を変更するものではない。 

 

その他の情報 

 その他の情報については、経営陣が責任を負う。その他の情報は、年次報告書（ファンドの財務書

類およびこれに対する我々の監査報告書を除く。）により構成される。 

 ファンドの財務書類に関する我々の意見は、その他の情報を対象とするものではなく、我々は、そ

の他の情報に対していかなる形式の保証の結論も表明しない。 

 ファンドの財務書類の監査に関する我々の責任は、上記のその他の情報を読み、その過程で、当該

その他の情報が財務書類または我々が監査上入手した知識と著しく矛盾していないか、または重要な

虚偽記載であると疑われるようなものがないかを検討することである。実施した手続に基づき、当該

その他の情報に重要な虚偽記載があるとの結論に至った場合、我々は、かかる事実を報告する必要が

ある。この点に関し、我々が報告すべきことはない。 

 

財務書類に関する経営陣の責任 

 経営陣は、ルクセンブルグにおいて投資信託に適用ある一般に公正妥当と認められる会計原則に準

拠して、真実かつ適正な概観を与える財務書類を作成すること、および、不正によるか誤謬によるか

を問わず、重要な虚偽記載のない財務書類の作成に必要であると経営陣が判断する内部統制について
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責任を負っている。 

 財務書類の作成において、経営陣は、継続企業としてのファンドの存続能力の評価、継続企業に関

連する事項の開示（該当する場合）および継続企業の前提による会計処理の実施について責任を負う。

ただし、経営陣がファンドを清算またはその業務を停止する意思を有する場合、またはそうするより

他に現実的な代替方法がない場合はこの限りではない。 

 

財務書類の監査に対する監査人の責任 

 我々の目的は、不正によるか誤謬によるかを問わず、全体として財務書類に重要な虚偽記載がない

かどうかについての合理的な確証を得て、我々の意見を含む監査報告書を発行することにある。合理

的な確証は、高い水準の確証であるが、ISAに準拠して行われた監査が、存在するすべての重要な虚偽

記載を常に発見することを確約するものではない。虚偽記載は、不正または誤謬から発生する可能性

があり、個別にまたは全体として、本財務書類に基づく利用者の経済的意思決定に影響を与えると合

理的に見込まれる場合に、重要性があると判断される。 

 ISAに準拠した監査の一環として、我々は、監査を通じて職業的専門家としての判断を行使し、職業

的専門家としての懐疑心を保持する。我々は、以下の事項も実施する。 

－不正によるか誤謬によるかを問わず、財務書類上の重要な虚偽記載のリスクを識別、評価し、当該

リスクに対応した監査手続を立案、実施し、我々の意見の基礎となるに十分かつ適切な監査証拠を

入手する。不正による重要な虚偽記載を発見できないリスクは、誤謬による当該リスクよりも高く

なる。これは、不正には、共謀、文書の偽造、意図的な除外、虚偽の言明または内部統制の無効化

が伴うことがあるためである。 

－状況に照らして適切である監査手続を策定するため、監査に関する内部統制を理解する。ただし、

これはファンドの内部統制の有効性について意見を表明するために行うものではない。 

－経営陣が採用した会計原則の適切性および経営陣が行った会計上の見積りおよび関連する開示の合

理性について評価する。 

－経営陣が継続企業の前提による会計処理を実施したことの適切性について、また、入手した監査証

拠に基づき、ファンドの継続企業としての存続能力に重要な疑義を生じさせるような事由または状

況に関して重要な不確実性が存在するか否かについて結論を下す。我々は、重要な不確実性が存在

するとの結論に至った場合、我々の監査報告書において、財務書類の関連する開示を参照するよう

促すか、または当該開示が不十分な場合は、我々の意見を修正する必要がある。我々の結論は、

我々の監査報告書の日付までに入手した監査証拠に基づいている。しかし、将来の事由または状況

により、ファンドが継続企業として存続しなくなる可能性がある。 

－財務書類の全体的な表示、構成および内容（開示を含む。）ならびに財務書類が基礎となる取引お

よび事由を適正に表示しているかを評価する。 

 我々は、ガバナンスの責任者と、特に、計画した監査の範囲およびその実施時期ならびに監査上の

重要な発見事項（監査の過程で我々が識別した内部統制の重要な不備を含む。）に関して協議する。 

 

その他 

 本意見を含む当報告書は、我々の業務契約書の条件に従ってファンドの受託会社としてのエリア

ン・トラスティー（ケイマン）リミテッドのためにのみ作成されたものであり、その他の目的を有し

ない。我々は、本意見を述べるにあたり、我々の文書による事前同意によって明白に合意する場合を

除き、その他のいかなる目的に対して、また、当報告書を示されるまたは入手するその他の者に対し

て責任を負わない。 

 

プライスウォーターハウスクーパース 

2017年12月８日 
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(1）貸借対照表 

 

米ドル建 オーストラリア債券オープン 毎月分配型 

純資産計算書 

2017年８月25日現在 

 

 米ドル  千円 

資産   

銀行預金（注２） 5,448,488.85  592,741

未収利息（注２） 384.66  42

資産合計 5,448,873.51  592,783

   

負債   

未払費用（注３） (115,858.69) (12,604)

受益証券の買戻しにかかる未払金 (44,673.86) (4,860)

為替予約契約にかかる未実現評価損（注２、12） (6.39) (1)

負債合計 (160,538.94) (17,465)

   

純資産合計 5,288,334.57  575,318

   

発行済受益証券口数 835,056,405 口

   

受益証券１口当たり純資産価格 0.006333  0.6890円

 

 添付の注記は、本財務書類と不可分のものである。 
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(2）損益計算書 

 

米ドル建 オーストラリア債券オープン 毎月分配型 

運用計算書および純資産変動計算書 

2017年３月１日から2017年８月25日までの期間 

 

 米ドル  千円 

   
期首現在純資産 6,554,083.83  713,019
   
収益   

銀行預金利息（注２） 721.64  79

収益合計 721.64  79
   
費用   

管理事務代行報酬、管理報酬、名義書換事務代行報酬および
保管報酬（注５） 

(2,338.49) (254)

代行協会員報酬（注８） (1,476.02) (161)

設立費用償却（注２） (34,937.63) (3,801)

販売報酬（注９） (14,762.19) (1,606)

投資顧問報酬（注７） (2,946.30) (321)

その他の費用（注10） (105,585.29) (11,487)

専門家報酬 (20,263.60) (2,204)

副保管報酬（注５） (504.63) (55)

副管理報酬（注６） (619.88) (67)

受託報酬（注４） (4,845.31) (527)

費用合計 (188,279.34) (20,483)
  
投資純益（損） (187,557.70) (20,404)
   
投資にかかる実現純益（損）（注２） 910,979.25  99,105

為替予約契約にかかる実現純益（損）（注２） (1,774,968.79) (193,099)

当期実現純益（損） (863,989.54) (93,993)
   
以下にかかる未実現純評価損益の変動   

－投資 1,028,204.64  111,858

－為替予約契約（注２） (6.39) (1)

－その他の資産および負債の為替換算（注２） (224.28) (24)

 1,027,973.97  111,833
   
運用による純資産の増加（減少） (23,573.27) (2,565)
   
受益証券の買戻し (1,145,178.82) (124,584)

分配金（注13） (96,997.17) (10,552)

 (1,242,175.99) (135,136)
   
期末現在純資産 5,288,334.57  575,318

 

 添付の注記は、本財務書類と不可分のものである。 
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米ドル建 オーストラリア債券オープン 毎月分配型 

受益証券口数の変動（未監査） 

 

 
2017年３月１日から 

2017年８月25日までの期間
 

2017年２月28日 
終了年度 

 
2016年２月29日 

終了年度 

    

期首現在発行済受益証券口数 1,015,499,784  1,244,257,252  1,707,561,974

発行受益証券口数 －  －  94,170,959

買戻受益証券口数 (180,443,379) (228,757,468) (557,475,681)

期末現在発行済受益証券口数 835,056,405  1,015,499,784  1,244,257,252

 

統計情報（未監査） 

 

期末現在受益証券１口当たり 
純資産価格（米ドルで表示） 

0.006333  0.006454  0.006369

    

純資産合計（米ドルで表示） 5,288,334.57  6,554,083.83  7,924,945.97
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米ドル建 オーストラリア債券オープン 毎月分配型 

財務書類に対する注記（2017年８月25日現在） 

 

注１．概要 

 米ドル建 オーストラリア債券オープン 毎月分配型（以下「ファンド」という。）は、ケイマン

諸島の信託法（2011年改訂）に基づき、エリアン・トラスティー（ケイマン）リミテッド（以下「受

託会社」という。）とルクセンブルク三菱UFJインベスターサービス銀行S.A.（以下「管理会社」と

いう。）の間で締結された2011年６月17日付信託証書（随時補完または改訂済。以下「信託証書」と

いう。）により設立されたオープン・エンド型免除アンブレラ型ユニット・トラストである。ファン

ドは、2012年６月26日付で、ケイマン諸島のミューチュアル・ファンド法に基づきミューチュアル・

ファンドとして登録された。 

 ファンドは、ＵＢＳ 豪ドル・ボンド・インカム（以下「投資先ファンド」という。）のフィー

ダー・ファンドである。投資先ファンドの投資目的および投資戦略は、中長期的に安定したインカ

ム・ゲインおよびキャピタル・ゲインからなるリターンを目指すことにある。 

 かかる投資目的の達成を追求するため、投資先ファンドは、主として、豪ドル建ての投資適格公社

債（国債、政府機関債、準政府債（州政府債）、国際機関債、社債、ＡＢＳ（アセット・バック証

券）およびＭＢＳ（モーゲージ証券）を含む。）等に分散投資を行う。 

 投資先ファンドの財務書類は、管理会社の登記上の事務所において入手可能である。 

 2017年７月19日付の受託会社および管理会社の書面による共同決議により、ファンドを終了するこ

とが決定された。本財務書類は、2017年３月１日から、ファンドの運用が終了した2017年８月25日ま

での期間に関するものである。 
 

注２．重要な会計方針の要約 

 本財務書類は、ルクセンブルグにおいて投資信託に適用ある一般に公正妥当と認められる会計原則

に準拠して作成されている。 

2017年７月19日付の受託会社および管理会社の書面による共同決議により2017年８月25日にファン

ドを終了することが決定されたことを受けて、本財務書類は、清算会計基準に従い作成された。 

 

投資有価証券の評価 

 ファンドは、資産のほぼすべてをＵＢＳ 豪ドル・ボンド・インカムのクラスＴ受益証券（以下

「投資先ファンド」という。）に投資する。投資先ファンドのすべての投資有価証券は、評価日の投

資先ファンドの受益証券１口当たり純資産価格に基づいて公正価値で評価される。 

 投資先ファンドの資産額は以下の通り決定される。 

(ⅰ）額面価格で取得された預金証書およびその他の預金は、その元本金額に、取得日から発生済みの

利息を加えた額で評価される。 

(ⅱ）ディスカウントまたはプレミアム付の価格で取得された預金証書は、これらに関する通常の取引

慣行に基づき評価される。 

(ⅲ）宣言されまたは既に発生しかつ未受領の前払費用、現金配当および利息の価値は、その全額とみ

なされるものとする。ただし、投資先ファンドの管理会社が、かかる費用等が全額支払われまた

は受領される可能性が低いと判断する場合にはこの限りでない。かかる場合、これらの価値は、

その真の価値を反映するため、投資先ファンドの管理会社が適切と考える割引を行った上で決定

されるものとする。 

(ⅳ）証券取引所に上場されているか、またはその他の組織化された市場で取引されている投資対象は、

入手可能な最終価格で評価される。ただし、証券取引所に上場されているものの、当該証券取引
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所の市場外または店頭市場においてプレミアム付またはディスカウントで取得または取引されて

いる投資対象の価値は、当該投資対象の評価日現在のプレミアムまたはディスカウントの水準を

考慮した上で評価される。 

(ⅴ）未上場有価証券は、投資先ファンドの投資運用会社が適切であると判断する場合、同一または類

似の有価証券の直近の取引およびブローカー・ディーラーまたは公認の値付業者から入手した評

価情報を考慮した上で、投資運用会社により誠実に決定される公正な市場価格で評価される。 

(ⅵ）決済会社において扱われもしくはこれを通じて取引されるデリバティブ商品、取引所において扱

われるデリバティブ商品、または金融機関を通じて取引されるデリバティブ商品は、当該決済会

社、取引所または金融機関により値付けされた直近の公式な決済価格を参照して評価される。 

(ⅶ）利付有価証券に発生する一切の利息（ただし、かかる利息が当該有価証券の元本額に含まれてい

る場合を除く。） 

(ⅷ）上記の評価方法にもかかわらず、何らの評価方法も定められていない場合、または投資先ファン

ドの管理会社がいずれの評価も実行可能または適切ではないと考える場合、投資先ファンドの管

理会社は、投資先ファンドの投資運用会社と協議の上で、かかる状況において適切であると管理

会社が考える評価方法を誠実に使用する権利を有する。 

 

有価証券の売却にかかる実現純損益 

 有価証券の売却にかかる実現純損益は、売却有価証券の平均取得原価に基づき計算される。 

 

為替換算 

 本財務書類は、アメリカ合衆国ドル（以下「米ドル」という。）で表示されている。米ドル以外の

通貨で表示される銀行勘定、組入投資有価証券の評価額およびその他の資産または負債は、本報告書

の日付現在の適用ある実勢為替レートで米ドルに換算される。 

 2017年８月25日現在の適用ある為替レートは、以下のとおりである。 

 １米ドル ＝ 1.259446 豪ドル 

 

 米ドル以外の通貨で表示されるその他の収益および費用は、取引日における適用ある実勢為替レー

トで米ドルに換算される。 

 実現および未実現為替損益の結果は、運用計算書および純資産変動計算書に含まれている。 

 

投資有価証券の取得原価 

 米ドル以外の通貨で表示される投資有価証券の取得原価は、取引日の適用ある為替レートで米ドル

に換算される。 

 

設立費用 

 設立費用は、2017年８月25日現在、全額償却されている。 

 

収益の認識および取引 

 投資収益は、発生基準で計上される。投資有価証券取引は、取引日に計上される。投資有価証券の

売却により生じる損益は、加重平均原価法を用いて決定される。 

 

為替予約契約の評価 

 為替予約契約は、契約の残存期間に適用される先渡為替レートを参照することにより期末日現在で

評価される。未決済の為替予約契約にかかる未実現評価損益は、契約レートと契約終了レートの差異

として計算される。当該契約にかかる実現損益および未実現評価損益の変動は、運用計算書および純
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資産変動計算書に開示されている。 

 

税金 

 ファンドは、ケイマン諸島の信託法（2009年改訂）第81項に準拠して、ファンドの設立後50年の間

に制定される、所得もしくはキャピタル資産もしくはキャピタル・ゲインもしくは利益に課せられる

税金もしくは課徴金、または資産税もしくは相続税の性質を有する何らかの税金を課すケイマン諸島

の法律が、ファンドに保有される資産もしくはファンドに発生した利益に対し、または当該資産また

は利益に関して受託会社もしくは受益者に対し、適用されないものとする旨の約定をケイマン諸島内

閣長官から受領している。受益証券の譲渡または買戻しに関し、ケイマン諸島における印紙税は課さ

れない。 

 一定の配当収益およびファンドにより実現される一定のキャピタル・ゲイン収益には、発生地課税

主義により法人税または源泉税が課されることがある。 

 

注３．未払費用 

  米ドル

 
管理事務代行報酬、管理報酬、名義書換事務代行報酬および
保管報酬（注５） 

700.99

 代行協会員報酬（注８） 443.67

 販売報酬（注９） 4,436.67

 投資顧問報酬（注７） 887.33

 その他の報酬 67,788.04

 専門家報酬 34,707.50

 副保管報酬（注５） 215.00

 副管理報酬（注６） 186.34

 受託報酬（注４） 6,493.15

 合計 115,858.69

 

注４．受託報酬 

 受託会社は、ファンドの平均純資産総額の年率0.01％（ただし、ファンドに関する最低年間受託報

酬を10,000米ドルとする。）のファンドに関する報酬を受領する権利を有する。かかる報酬は、毎日

発生し、四半期毎に後払いされる。 

 

注５．管理事務代行報酬、管理報酬、名義書換事務代行報酬および保管報酬 

 管理会社、保管会社、管理事務代行会社および名義書換事務代行会社に支払われる報酬は、当該四

半期中のファンドの四半期平均純資産総額の年率0.079％である。 

 ファンドは、ファンドに生じた副保管報酬を負担する。 

 

注６．副管理報酬 

 副管理会社は、ファンドの平均純資産総額の年率0.021％の報酬を受領する権利を有する。かかる

報酬は、各評価日に計算され、四半期毎に後払いされる。 
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注７．投資顧問報酬 

 投資顧問会社に支払われる報酬は、当該四半期中のファンドの平均純資産総額の年率0.10％である。 

 

注８．代行協会員報酬 

 代行協会員に支払われる報酬は、当該四半期中のファンドの平均純資産総額の年率0.05％である。 

 

注９．販売報酬 

 販売会社は、ファンドの平均純資産総額の年率0.50％の報酬を受領する権利を有する。かかる報酬

は、当該四半期中の月次平均純資産総額に基づき計算され、毎日発生し、四半期毎に後払いされる。 

 

注10．その他の費用 

 その他の費用は、合計で105,585.29米ドルとなり、その内訳は以下の通りである。 

 米ドル

弁護士報酬 73,696.04

立替費用 4,363.49

印刷費用 2,609.91

報告書作成費用 24,915.85

合計 105,585.29

 

注11．組入投資有価証券の変動表 

 2017年８月25日に終了した期間の組入投資有価証券の詳細な変動表は、ファンドの管理会社の登記

上の事務所において請求することにより無料で入手できる。 

 

注12．2017年８月25日現在の為替予約契約 

取引日 決済日 通貨 販売額 通貨 購入額 未実現 

評価損 

（米ドル） 

相手方 

2017年８月24日 2017年９月５日 豪ドル 6,590.06 米ドル 5,203.05 (6.39) ルクセンブルク
三菱UFJインベスター

サービス銀行S.A.

合計 (6.39) 
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注13．支払分配金 

分配金 

 管理会社は、その裁量において、分配金を宣言することができる。 

 分配金は、以下のとおり支払われた。 

分配落ち日 支払日 分配率 合計金額 通貨 

2017年３月21日 2017年３月24日 0.000020 19,897.05 米ドル 

2017年４月18日 2017年４月21日 0.000020 19,766.09 米ドル 

2017年５月18日 2017年５月23日 0.000020 19,430.26 米ドル 

2017年６月19日 2017年６月22日 0.000020 19,148.47 米ドル 

2017年７月18日 2017年７月21日 0.000020 18,755.30 米ドル 

  合計 96,997.17  

 

注14．ファンドの清算 

 2017年７月19日付の受託会社および管理会社の書面による共同決議により、ファンドを終了するこ

とが決定された。 

 2017年８月31日に、清算による受取金として、残存受益者に対して5,288,334.57米ドルが支払われ

た。 
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（3）投資有価証券明細表等 

該当事項なし（2017年８月25日現在）。 
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Ⅳ．投資信託財産運用総括表 
 

信託期間 
投資信託当初払込日 2012年８月３日 投資信託契約終了時の状況 

投資信託契約終了日 2017年８月25日 資産総額 5,448,873.51米ドル

区分 投資信託当初払込時 投資信託契約終了日 差引増減 負債総額 160,538.94米ドル

受益権口数 1,496,298,392口 835,056,405口 △661,241,987口 受益権口数 835,056,405口

元本額 
（純資産総額） 

14,962,983.92米ドル 5,288,334.57米ドル △9,674,649.35米ドル
１口当たり 
償還金 

0.006333米ドル

 

毎計算期末の状況 

計算期 
元本額 

（期初純資産総額）
（米ドル） 

純資産総額 
（米ドル） 

１口当たり純資産価格
（米ドル） 

１口当たり分配金 

金額（米ドル） 分配率（％）

第１期 14,962,983.92 37,944,618.22 0.009740 0.000252 2.59

第２期 37,944,618.22 17,819,853.69 0.008169 0.000468 5.73

第３期 17,819,853.69 12,390,108.50 0.007256 0.000360 4.96

第４期 12,390,108.50 7,924,945.97 0.006369 0.000250 3.93

第５期 7,924,945.97 6,554,083.83 0.006454 0.000240 3.72

第６期 6,554,083.83 5,288,334.57 0.006333 0.000100 1.58

（注）第１期の元本額は、当初払込時の受益証券口数に受益証券の当初発行価格（１口当たり0.01米ドル）を乗じたも

のである。 
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Ⅴ．お知らせ 
 

 ファンドは、平成29年７月19日付の管理会社の決定により、平成29年８月25日に終了しました。 
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